
令和２年度第11回県政インターネットモニターアンケート（大学課、障害者政策課、警察本部生活安全企画課）
※表の中の「ｎ」は、各設問の回答者総数を示す。

○インターナショナルスクール等に関する意識調査 ○障害を理由とする差別の解消の推進等に関するアンケート

カテゴリー名 回答者数 ％ 問１（回答数１）　　ｎ＝536 人 ％ 問３（回答数１つ） 　ｎ＝536 人 ％ 問１（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

男性 267 49.8% １　そう思う 265 49.4% １　知っている 68 12.7% １　聞いたことがあり、内容も知っている 80 14.9%

女性 268 50.0% ２　そう思わない 98 18.3% ２　聞いたことはあるが、内容は知らない 108 20.1% ２　聞いたことはあるが、内容は知らない 213 39.7%

その他 1 0.2% ３　わからない 166 31.0% ３　聞いたことがない 360 67.2% ３　聞いたことがない 243 45.3%

10代 4 0.7% ４　その他 7 1.3%

20代 20 3.7% 問４（回答数１つ）　　ｎ＝536 人 ％ 問２（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

30代 70 13.1% 問１－２（複数回答可）　　ｎ＝265 人 ％ １　関心がある 132 24.6% １　聞いたことがあり、内容も知っている 89 16.6%

40代 111 20.7% ２　関心がない 173 32.3% ２　聞いたことはあるが、内容は知らない 209 39.0%

50代 134 25.0% ３　わからない 216 40.3% ３　聞いたことがない 238 44.4%

60代 97 18.1% ４　その他 15 2.8%

70代 77 14.4% 問３（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

80代 23 4.3% ３　地域の国際化に貢献すると思うから 99 37.4% 問５（回答数１）　　ｎ＝536 人 ％ １　聞いたことがあり、内容も知っている 52 9.7%

90代 0 0.0% ４　外資系の企業等の誘致が進むと思うから 47 17.7% １　よいと思う 258 48.1% ２　聞いたことはあるが、内容は知らない 144 26.9%

東部 159 29.7% ５　その他 22 8.3% ２　よいと思わない 60 11.2% ３　聞いたことがない 340 63.4%

中部 199 37.1% ３　わからない 210 39.2%

西部 177 33.0% 問２（回答数１）　　　ｎ＝536 人 ％ ４　その他 8 1.5% 問４（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

県外 1 0.2% １　関心がある 180 33.6% １　言葉を聞いたことがあり、内容も知っている 126 23.5%

自営業 27 5.0% ２　関心がない 201 37.5% 問６（回答数１）　　　ｎ＝536 人 ％ ２　言葉を聞いたことはあるが、内容は知らない 173 32.3%

会社員 186 34.7% ３　わからない 139 25.9% １　よいと思う 248 46.3% ３　聞いたことがない 237 44.2%

公務員 12 2.2% ４　その他 16 3.0% ２　よいと思わない 81 15.1%

パート・内職従事者 92 17.2% ３　わからない 199 37.1% 問５（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

学生 12 2.2% 問２-２（複数選択可）　　　ｎ＝180 人 ％ ４　その他 8 1.5% １　ある 98 18.3%

無職 178 33.2% １　英語力が身に付く 142 78.9% ２　ない 438 81.7%

その他 29 5.4% ２　国際的な視野や考え方を持つことができる 157 87.2% 問７（回答数１）　　ｎ＝536 人 ％

３　世界各国の子供たちと交流できる 101 56.1% １　よいと思う 211 39.4% 問６（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

４　その他 2 1.1% ２　よいと思わない 143 26.7% １　ある 138 25.7%

３　わからない 166 31.0%

問２－３（回答数１）　　　ｎ＝180 人 ％ ４　その他 16 3.0%

１　幼稚園 73 40.6% ３　ない 223 41.6%

２　小学校 62 34.4% 問８（回答数１）　　　ｎ＝536 人 ％

３　中学校 29 16.1% １　関心を持った 334 62.3% 問６－２（複数回答可） 　　ｎ＝313 人 ％

４　高等学校 16 8.9% ２　関心はない 114 21.3% １　居住の地域 109 34.8%

３　わからない 83 15.5% ２　学校、教育現場（教育現場＝塾、習い事、○○教室） 108 34.5%

問２－４（回答数１）　　　ｎ＝180 人 ％ ４　その他 5 0.9% ３　職場 76 24.3%

１　思う 84 46.7% ４　行政機関 40 12.8%

２　思わない 48 26.7% ５　医療機関 30 9.6%

３　わからない 47 26.1% ６　図書館やデパートなど建物を利用する場面 47 15.0%

４　その他 1 0.6% ７　電車やバスなどの交通機関を利用する場面 137 43.8%

８　買い物の場面 90 28.8%

問２－５（複数選択可）　ｎ＝201 人 ％ ９　アパートなどを借りる場面 24 7.7%

１　高校や大学等への進学が難しくなる 49 24.4% 10　福祉サービスの場面 27 8.6%

２　日本語や日本文化を学ぶ機会が少なくなる 75 37.3% 11　その他 14 4.5%

３　部活動の機会がなくなる 13 6.5%

４　学費が高額になる 58 28.9% 問６－３（回答数１つ） 　　ｎ＝313 人 ％

５　どんな学校なのかよく分からない 89 44.3% １　伝えた 83 26.5%

６　興味がない 49 24.4% ２　伝えなかった 230 73.5%

７　その他 18 9.0%

職業

回答者数： 536人（回答率：88.0％）

年代

住所

性別

１ 外国人児童生徒の教育環境が整うことにより、高度な知
識や技能を有する外国人の人材の本県への定着が進むと思う
から

２ グローバル化の中で、世界で活躍できる日本人の人材育
成が進むと思うから

169

198

63.8%

74.7%

２ 差別かどうかわからないが、いやな気持ちになったこと
がある

175 32.6%



○県警察が制作した特殊詐欺被害防止広報用テレビＣＭに関するアンケート

問６－３－２（複数回答可） 　　ｎ＝83 人 ％ 問１（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

１　家族 65 78.3% １　見たことがある 193 36.0%

２　友人 37 44.6% ２　見たことがない 304 56.7%

３　障害福祉団体 3 3.6% ３　分からない 39 7.3%

４　障害福祉サービス事業所 5 6.0%

５　障害相談支援事業所 1 1.2% 問１－２（回答数１） 　　ｎ＝193 人 ％

６　学校の先生 8 9.6% １　高まった 152 78.8%

７　県庁・市町役場 8 9.6% ２　高まらなかった 26 13.5%

８　法務局など国の機関や人権擁護委員 0 0.0% ３　分からない 15 7.8%

９　民生委員・児童委員 1 1.2%

10　医療関係者 2 2.4% 問１－３（回答数１） 　　ｎ＝193 人 ％

11　教育委員会 1 1.2% １　思った 67 34.7%

12　職場の関係者 11 13.3% ２　思わない 43 22.3%

13　交通機関や建物の管理者 7 8.4% ３　テレビＣＭを見る前から既に留守番電話に設定中 62 32.1%

14　その他 3 3.6% ４　自宅に固定電話が無い 9 4.7%

５　分からない 12 6.2%

問７（複数回答可） 　　ｎ＝536 人 ％

１　県の障害者政策課の相談窓口 148 27.6% 問１－４（回答数１） 　　ｎ＝193 人 ％

１　話をした 87 45.1%

２　話をしていない 60 31.1%

３　各市町の相談窓口 229 42.7% ３　テレビＣＭを見る前から話をしている 46 23.8%

４　法務局や人権擁護委員の相談窓口 95 17.7%

５　労働局やハローワークの相談窓口 86 16.0% 問２（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

６　その他 4 0.7% １　見たことがある 154 28.7%

７　知っている窓口はない 183 34.1% ２　見たことがない 327 61.0%

３　分からない 55 10.3%

問８（回答数１つ） 　　ｎ＝536 人 ％

１　参加したい 52 9.7% 問２－２（回答数１） 　　ｎ＝154 人 ％

２　どちらかと言えば参加したい 211 39.4% １　高まった 123 79.9%

３　どちらかと言えば参加したくない 169 31.5% ２　高まらなかった 19 12.3%

４　参加したくない 93 17.4% ３　分からない 12 7.8%

５　その他 11 2.1%

問２－３（回答数１） 　　ｎ＝154 人 ％

問９（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％ １　思った 52 33.8%

１　見たことがあり、意味も知っている 253 47.2% ２　思わない 37 24.0%

２　見たことはあるが、意味は知らない 88 16.4% ３　テレビＣＭを見る前から既に留守番電話に設定中 53 34.4%

３　知らない 195 36.4% ４　自宅に固定電話が無い 7 4.5%

５　分からない 5 3.2%

問10（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

１　障害に応じた職業訓練の充実や雇用の確保 167 31.2% 問２－４（回答数１） 　　ｎ＝154 人 ％

２　障害のある子どもの相談・支援体制や教育の充実 102 19.0% １　話をした 75 48.7%

３　障害のある人に配慮した住宅や建物の整備 17 3.2% ２　話をしていない 44 28.6%

４　障害のある人への理解を深めるための啓発・広報活動 87 16.2% ３　テレビＣＭを見る前から話をしている 35 22.7%

５　在宅での障害福祉サービスの充実 23 4.3%

６　障害を理由とする差別の解消、障害のある人の権利擁護 45 8.4% 問３（回答数１） 　　ｎ＝536 人 ％

７　点字、手話、字幕放送などによる県政情報の充実 7 1.3% １　思う 483 90.1%

８　障害のある人への保健医療サービス等の充実 14 2.6% ２　思わない 25 4.7%

９　障害のある人に関する防災･防災対策の推進 21 3.9% ３　分からない 28 5.2%

10　障害のある人に関するスポーツ、文化芸術活動等の振興 12 2.2%

11　わからない 37 6.9%

12　その他 4 0.7%

２ 県が委託している（一社）静岡県社会福祉士会の相談窓
口

85 15.9%
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